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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
 

がん登録を利用したがん検診精度管理評価の実施に関する目標と基準 
 

研究分担者 雑賀公美子 国立大学法人弘前大学・大学院医学研究科 
松田 智大 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所国際政策研究部 

斎藤 博 青森県立中央病院・医療顧問 
 

研究要旨 
がん検診の精度管理を評価するために、精密検査結果の未受診・未把握者や検診結果が

陰性でであった者の検診受診後のがん罹患情報を収集するために、がん登録データの利用
が可能となり、利用が促進されている。がん検診の精度管理の直接的な指標である、感度、
特異度を、今後、日本全国で算出し、精度管理ができるようにするためには、全国に普及
するための進捗管理ができる客観的指標となる「目標と基準」を設定することを目的とし
た。がん検診事業の実施主体は市町村であるが（健康増進事業）、がん対策の企画・立案
は都道府県がレベルで実施することが必要であることを考慮し、本事業についても都道
府県レベルで実施することを想定して作成した。 
昨年度設定した目標と基準の8項目のそれぞれに達成時期を標準化開始期（1期）、標準

化推進期（第2期）、完成期（3期）に分けでそれぞれの目標と基準の項目で実施すべき内
容を記述した。目標と基準は、評価事業を公的に承認すること（目標と基準の項目1）、デ
ータ照合とデータ利用の安全管理措置（項目2）、感度、特異度等の指標の算出（項目3）、
算出した指標の解釈と分析（項目4）、がん検診精度の改善のためのアクション（項目5）、
事業の評価報告書の作成（項目6）、都道府県住民への情報提供（項目7）、および検診事業
評価結果をがん対策の企画評価に活用する（項目8）とした。最終目標の達成時期を第4次
対がん総合戦略研究事業終了時の令和9年度と設定し、中間評価の時期とその時期ごとの
目標を決定した。がん検診事業の実施主体は市町村であるが、がん対策の企画、立案やが
ん検診事業の精度管理評価や支援は都道府県の役割でもあるため、本事業を実施するのは
都道府県であることを想定して今回の目標と基準の設定を行った。今後は、この目標が実
施可能であるか、どの程度達成できるかを実際に調査しながら、微修正等を行い、早々に
活用したい。 

 
A． 研究目的 
がん検診事業はこれまで、自治体が実施

する検診において、検診受診者で要精密検
査（がん疑いあり）とされた者を追跡し、精
密検査受診の有無、精密検査結果を把握す

る、という体制を想定し、この体制から把握
できる、要精検者数、精検受診者数、がん発
見数という項目から算出できるプロセス指
標のみモニタリング、評価されてきた。しか
し、がん登録データの利用が可能となった
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今、精検未受診・未把握者、および精検不要
者から発生する検診受診後のがんを把握す
ることができるようになった。そのため、感
度、特異度というがん検診の制度管理の直
接的な指標を算出できる手法が整備された。
今後、日本全国でこれら指標を算出し、精度
管理ができるようにするためには、全国に
普及するための進捗管理ができる客観的指
標となる「目標と基準」を設定することを目
的とした。 

 
B． 研究方法 
がん登録情報を用いたがん検診の精度管

理評価の実施は、2016年にがん登録の推進
等に関する法律が施行され、都道府県や市
町村でのがん登録情報の利用促進が開始さ
れてから、厚生労働省研究班での支援も行
いながら、少しずつ、事例展開されるように
なってきている。しかし、都道府県や自治体
によって評価指標の算出方法が異なってい
るなどの課題はある。また、都道府県、市町
村、がん登録室など、それぞれが十分な役割
を果たせる環境でなければ実現できないと
いう状況も生じている。今後、47都道府県
すべてにおいて精度が高く、標準化された
がん登録情報を用いたがん検診事業評価を
行い、評価できることを最終目標として、
「がん登録データを用いてがん検診事業評
価を行うための目標と基準」を検討した。が
ん検診事業の実施主体は市町村であるが
（健康増進事業）、がん対策の企画・立案は
都道府県がレベルで実施することが必要で
あることを考慮し、本事業についても都道
府県レベルで実施することを想定して作成
した。 
昨年度設定した目標と基準の8項目のそ

れぞれに達成時期を標準化開始期（1期）、

標準化推進期（第2期）、完成期（3期）に分
けでそれぞれの目標と基準の項目で実施す
べき内容を記述した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では人体から採取された試料や個

人情報に関連する情報は用いない。 
 
C．結果 
目標と基準の8項目とそれぞれの項目の

最終目標を表1に示した。目標と基準は、評
価事業を公的に承認すること（目標と基準
の項目1）、データ照合とデータ利用の安全
管理措置（項目2）、感度、特異度等の指標の
算出（項目3）、算出した指標の解釈と分析
（項目4）、がん検診精度の改善のためのア
クション（項目5）、事業の評価報告書の作
成（項目6）、都道府県住民への情報提供（項
目7）、および検診事業評価結果をがん対策
の企画評価に活用する（項目8）とした。 
 最終目標の達成時期を第4次対がん総合
戦略研究事業終了時の令和9年度と設定し、
中間評価の時期とその時期ごとの目標を決
定した。その設定を表1に示した。 
 
D． 考察 
昨年度、これまでの事例に基づき、必要と

思われる項目を整理し、目標と基準の8項目
を決定した。この項目に沿って、第4時次対
がん総合戦略研究事業終了時に、がん登録
データを用いたがん検診精度管理評価が標
準化された形で実施できるように、都道府
県が行う目標を時期ごとに設定することが
できた。 

 
E． 結論 
がん検診事業の実施主体は市町村である
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が、がん対策の企画、立案やがん検診事業の
精度管理評価や支援は都道府県の役割でも
あるため、本事業を実施するのは都道府県
であることを想定して今回の目標と基準の
設定を行った。今後は、この目標が実施可能
であるか、どの程度達成できるかを実際に
調査しながら、微修正等を行い、早々に活用
したい。 
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表1. がん登録情報を用いたがん検診事業精度管理評価の実施に関する目標と基準 

第 1 期基準 

（標準化開始期） 

第 2 期基準 

（標準化推進期） 

第 3 期基準 

（完成期） 

目標 

（維持期） 

第 4 次対がん総合戦略研究 

事業終了時（令和 9 年度） 

目標と基準 1 公的承認 

がん登録情報を用いた

がん検診事業精度管理

評価実施の公的承認、

もしくは手続き（計画含

む） 

・実施主体の決定 

・関与するメンバーの選

定（都道府県、（がん登

録室、）自治体） 

がん登録情報を用いたが

ん検診事業精度管理評価

実施の公的承認、もしくは

手続き 

・実施主体の決定 

・関与するメンバーの選定

（都道府県、 （がん登録

室、）自治体） 

がん登録情報を用いたがん検

診事業精度管理評価実施の

公的承認、もしくは手続きが継

続的に実施可能な体制整備

（計画含む） 

・実施主体の決定方法 

・関与するメンバーの選定方

法（都道府県、（がん登録

室、）自治体） 

がん登録情報を用いたがん検

診事業精度管理評価実施に

関する公的承認、もしくは手続

きの定期的な実施ができてい

ること 

目標と基準 2 がん検診受診者名簿とがん登録情報を照合すること、および両データの安全管理措置を講じること 

・がん登録情報の利用

申請（計画含む） 

 -情報利用者の選定 

 -情報利用場所の安

全管理措置確認 

・自治体の検診受診者

の情報をがん登録室へ

提供する体制の整備

（計画含む） 

・がん登録室で照合を

実施する作業スケジュ

ールや作業量の確認 

・がん登録情報の利用申請 

 -情報利用者の選定 

 -情報利用場所の安全管

理措置確認 

・自治体の検診受診者の情

報をがん登録室へ提供す

る体制の整備 

・がん登録室で照合を実施

する作業スケジュールや作

業量の確認 

・がん検診受診者名簿とがん

登録情報を照合する 

・がん検診受診者名簿とがん

登録情報を定期的に照合する 

目標と基準 3 がん登録情報を用いた検診精度管理指標の算出 

・照合後のデータの集

計チームの決定（計画

含む）（計画含む） 

・プロセス指標（※）の

算出（計画含む） 

※ 感度、特異度 

・照合後のデータの集計チ

ームの決定 

・プロセス指標（※）の算出

（計画含む） 

※ 感度、特異度 

・プロセス指標（※）の算出（計

画含む） 

※ 感度、特異度 

・プロセス指標（※）の定期的

な算出（計画含む） 

※ 感度、特異度 

目標と基準 4 がん検診精度管理指標の解釈と分析 

・プロセス指標（※）から

の解釈の実施チームの

選定（計画含む） 

※ 感度、特異度以外も

含む 

・都道府県担当者、市

町村担当者が研修を受

講している（計画含む） 

・プロセス指標（※）からの

解釈の実施チームの選定 

※ 感度、特異度以外も含

む 

・都道府県担当者、市町村

担当者が研修を受講してい

る 

・プロセス指標（※）からの解

釈の実施 

※ 感度、特異度以外も含む 

・都道府県担当者、市町村担

当者が研修を受講している 

・プロセス指標（※）からの解

釈の定期的な実施チームの

選定 

※ 感度、特異度以外も含む 

・都道府県担当者、市町村担

当者が定期的に研修を受講し

ている 

マネジメント：目標と基準 5 精度改善のアクション 

・簡易プロセス指標の

分析に基づいた精度維

持または改善のための

アクションを文書化し、

都道府県、市町村、検

診機関が共有している

（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析

に基づいた精度維持または

改善のためのアクションを

文書化し、都道府県、市町

村、検診機関が共有してい

る 

・重要プロセス指標の分析

に基づいた精度改善に向

けたアクションを文書化して

いる（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析に

基づいた精度維持または改善

のためのアクションを文書化

し、都道府県、市町村、検診

機関が共有している 

・重要プロセス指標の分析に

基づいた精度改善に向けたア

クションを文書化し、都道府

県、市町村、検診機関が共有

している（計画含む） 

・簡易プロセス指標の分析に

基づいた精度維持または改善

のためのアクションを文書化

し、都道府県、市町村、検診

機関が共有している 

・重要プロセス指標の分析に

基づいた精度改善に向けたア

クションを文書化し、都道府

県、市町村、検診機関が共有

している 

マネジメント：目標と基準 6 評価報告書の作成 
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・プロセス指標の分析に

関する報告書の作成チ

ームをつくる（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に

関する報告書の公表方

法を検討する（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書の作成チームを

つくる 

・プロセス指標の分析に関

する報告書の公表方法を

検討する（計画含む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書を作成する（計

画含む） 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を作成する 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を定期的に作成する 

マネジメント：目標と基準 7 都道府県住民への情報提供 

・プロセス指標の分析に

関する報告書の公表方

法を検討する（計画含

む） 

・プロセス指標の分析に関

する報告書を公表している

（計画含む） 

・プロセス指標の分析に関す

る報告書を公表している 

・重要プロセス指標の分析に

関する報告書を定期的に公表

している 

マネジメント：目標と基準 8 検診事業評価結果をがん対策の企画評価に活用していること 

活用可能な情報がある がん対策の企画評価に活

用している（計画含む） 

がん対策の企画評価に年1回

以上活用している 

がん対策の企画評価に定期

的に活用している 

 


